
沖縄情報通信史年表　2000年12月31日まで
　桑原政則

　1998年以降の原資料は特記しない限り、主として『琉球新報』に拠ります。この年表は、高橋明善教授の「沖縄の基地移設と地域振興」（日本経済評論社、2001）を参考に作成しました。琉球新報、高橋明善教授に記して感謝します。Memo欄は、記事の追加、要約、筆者のコメント、感想、メモです。　

またMemo欄には2002年5月現在における関係諸機関のURL（インターネットアドレス）をネット上で検索し追加しました。関係URLへは以下のサイトの「沖縄情報通信関係史年表」からアクセスできます。　http://www.kumaken.jp/　URL（インターネットアドレス）が2行以上にわたる場合には、インターネットのアドレス欄で折れた部分をつないで1行にして、アクセスしてください。

語句の検索は、ブラウザの検索機能をお使いください。

	1981年(昭和56年)
	パソコンショップ大山設立 ／システムイン沖縄設立

	1991年(平成3年)
	沖縄でインターネットの使用始まる。

	1991年

県
	沖縄県 XE "沖縄県" \y "おきなわけん" 「インテリジェント・アイランドおきなわ」構想を発表

　沖縄県における情報化の推進や情報通信基盤の整備及び人材確保・育成などを目的とした沖縄県高度情報化基本構想。

＜Memo＞1992年度から1997年度まで県の重点施策であったが、存在自体が知られず立ち消えに。

	1991年

ＴＴＣ

具志川
	ＴＴＣ開所／具志川 

　第3セクターのトロピカルテクノセンター XE "トロピカルテクノセンター" \y "とろぴかるてくのせんたー" 

 XE "トロピカルテクノセンター" \y "とろぴかるてくのせんたー" （ＴＴＣ）が、研究開発や企業化推進、人材育成、産業の高度化などを目的に設置。


＜Memo＞この通信指令システムの開発からＧＩＳが誕生する XE "ＧＩＳ" \y "ＧＩＳ" 

 XE "ＧＩＳ" \y "ＧＩＳ" 。ＧＩＳ（Geographic Information Systems 地理情報システム）とは、地理情報を統合的に処理、管理、分析、表示するコンピューター情報処理体系のことで、二十一世紀の高度情報通信社会の柱石として位置づけられる

	。
	

	1993年5月7日

(平成5年)
	ニュースグループokinawa.*の設立／

＜Memo＞ニュースグループとは、インターネット上での情報交換の場
　http://www.ryukyu.ad.jp/~shin/mailing-list.html　瑞慶覧(ずけらん) 辰(しん)

	1993年6月26日
	沖縄インターネット研究会設立

＜Memo＞研究者、技術者を中心とした研究会。　http://www.ads.ie.u-ryukyu.ac.jp/~yas/okinawa-inet-associates/meetings/

	1994年1月

(平成6年)
	沖縄パーソナルＵＮＩＸ研究会設立

	1995年秋

(平成7年)
	個人向けダイアルアップサービス始まる。

	1996年5月

(平成8年)

琉新、沖タイ
	琉球新報、沖縄タイムス／ホームページを開設

＜Memo＞これにより、沖縄のインターネットの普及に拍車がかかる。 

	1996年8月

島田懇談会
	「沖縄米軍所在市町村活性化に関する懇談会（島田懇談会）」の設置

	1996年9月
沖縄政策協議会

国
	政府、「沖縄政策協議会」を設置／特別調整費50億円を交付

　以下の調査、事業がおこなわれた。

「マルチメディア アイランド構想調査」（通産省、郵政省）

「国土空間データ基盤およびGISの実験的構築」（国土庁）

「インターネットを活用した教育方法等の調査研究」（文部省）

「県産品電子商取引等推進事業」（通産省）

「沖縄コンテンツ育成事業」（通産省）

「沖縄マルチメディア特区構想調査」（郵政省）

「共同利用型研究開発施設の整備事業」（郵政省）

「通信インフラ技術の研究開発事業」（郵政省）

「沖縄県情報通信産業人材育成支援事業」（労働省）

＜Memo＞これらの施策が98年9月の「沖縄県マルチメディア アイランド構想」に発展していく。ＧＩＳ、コンテンツ育成事業、マルチメディア特区構想、情報通信産業人材育成支援がすでに組み込まれていることに注目。

　沖縄基地問題は95年秋の米兵少女乱暴事件以来、日米安保体制の根幹をゆるがしてきた。大田昌秀知事は国の米軍用地強制使用手続きの代理署名を拒否した。日米地位協定の見直しを要求する沖縄県民総決起大会には復帰後最大規模の８万５千人が結集、米大統領も謝罪、世界的な関心を集めた。

「沖縄政策協議会」は、県民投票の結果や、橋本首相と大田知事との会談を受け、米軍基地の整理、縮小と沖縄振興のために設置された。官房長官や知事で構成する。

	1996年10月
沖銀
	おきぎん調査月報／サイバーアイランド沖縄を目指せ～沖縄のインターネット元年を振り返って～／ XE "『おきぎん調査月報』" \y "（おきぎんちょうさげっぽう）" 

 XE "『おきぎん調査月報』" \y "（おきぎんちょうさげっぽう）" 
＜Memo＞1996年を沖縄のインターネット元年としている。

県内プロバイダーの会員数の推移は、1995年12月、個人が402、法人が48。1996年8月、個人が2,676、法人が362。　 
http://www.okinawa-bank.co.jp/geppo/monthly00.html

	1996年11月
県
	沖縄県／「国際都市形成構想」を策定

　この構想はこれまで沖縄開発庁に頼っていた沖縄県が「21世紀のグランドデザイン」として初めて打ち出した長期構想。二〇一五年までに三段階で全基地の返還を実現させ、跡地にアジア太平洋地域との経済、文化交流拠点を設置。産業振興と雇用拡大を目指す。
　県は（1）自由貿易地域の拡充強化による経済特区形成、（2）観光振興のための航空運賃低減やノービザ制度導入、（3）那覇港のベースポート指定などを国に要望している。
＜Memo＞このなかで早くも情報関連産業が国際都市沖縄の実現のために創出すべき新産業のトップにあげられている。

	1996年12月
沖縄インターネット協議会
	沖縄インターネット協議会設立
＜Memo＞http://www.oia.u-ryukyu.ac.jp/newsletter/19970801/node3.html

	1996年12月
ニュースグループ
	瑞慶覧辰／沖縄関連のニュースグループ／メイリングリスト／インターネット事情

＜Memo＞沖縄のIT先駆者グループの記録
http://www.ryukyu.ad.jp/~shin/okinawa/okinawa.history.text
http://www.ryukyu.ad.jp/~shin/mailing-list.html
http://www.ryukyu.ad.jp/~shin/internet-okinawa.html

	1997年(平成9年)

	沖縄県地理情報システム協議会設立

＜Memo＞　http://www.geoweb.ne.jp/okinawa-gis/

	1997年5月

沖銀
	おきぎん調査月報／ベンチャービジネス／池原力

　沖縄県中小企業創造活動促進法による認定企業一覧（1996年12月） 

· (株)イミコム 自由貿易地域の立地特性を生かしたオーダーメイドパソコン生産技術の研究開発 　http://www.imicom.jp/index2.htm
· 沖縄県海洋深層水開発(協) 海洋深層水利用技術の開発及び事業家研究 

· 静電誘導技術応用食品開発(協) 静電誘導に関する技術開発及びそれを応用した製品開発 

· (株)琉球バイオリソース開発 抗酸化性を最も高める発行条件の確立と成果を利用した新製品の開発 

· (株)糸満小型船舶造船所 沖縄独自のレジャー用品開発と新製品を利用したサービスの研究開発 

· (株)並里水産 減菌化除水システムを利用した鮮度保持食品の開発 

· (株)青い地球 健康飲料水プラントの開発及び関連商品の製造開発 

· (株)リンス 「パーソナライズド・メッセージ・サービス」事業 

· (有)熱帯資源植物研究所 ＥＭ（有用微生物群）技術の食品加工分野への応用に関する研究開発 http://www.tpr-net.co.jp/
· 沖縄県ファイリングシステム研究所 月桃（サンニン）を活用したファイリングシステムの開発

＜Memo＞　http://www.okinawa-bank.co.jp/geppo/monthly00.html

	1997年5月23日


	琉球インフォーメーションテクノロジーアソシエーション設立／先端技術使い政策提言

＜Memo＞マルチメディアなどの最先端技術を使って、沖縄の新産業創造にかんする政策を提言することを目的に、70人で設立。

	1997年6月

県
	沖縄県商工部「沖縄県産業創造アクションプログラム」を発表

　将来の中核産業として食品産業、医療・バイオ、観光関連産業、情報産業、環境関連産業、物流・流通産業を選定。

＜Memo＞情報産業が6分野の中に選ばれている。情報産業では、次のビジネスを育成、創出すべきとしている。①情報関連産業の育成、②マルチメディア人材の育成、③エンターテインメントビジネスの創出、④CALS（生産・調達・運用情報システム）バーチャルカンパニーの創出。

しかし「マルチメディア人材の育成」は至難の課題。

	1997年6月

企業化支援センター　県
	企業化支援センターオープン　

	1997年7月

沖縄政策協議会

国
	沖縄政策協議会「中間とりまとめ」を発表

＜Memo＞情報通信関連は以下の通り。「アジア太平洋地域の情報通信ハブとしての国際都市沖縄形成と２１世紀にふさわしい産業を創出するため、情報通信の活用による住民生活および産業の高度化支援、情報通信産業の集積支援のための推進方策調査を行う」

	1997年7月

県
	「産業・経済の振興と規制緩和等検討委員会（田中委員会）の報告書」発表

　この中で産業振興のためには、ＦＴＺ(Free Trade Zone)の次に情報通信産業の集積促進をあげる。

＜Memo＞報告書のタイトルは「新しい沖縄の創造　21世紀の産業フロンティア」。

情報通信産業の集積促進のために次をあげ、「マルチメディアアイランド構想」の問題を先取りしている。

①職住遊が近接したリゾート地の形成、②情報発信機能の強化、③遠隔医療・遠隔教育の実施、④情報通信インフラの整備、⑤税制面での優遇措置、⑥人材の育成、⑦マルチメディア産業大学の設置

	1997年7月5日

企業化支援センター　　県
	マルチメディア・フォーラム／産業創設・人材育成を提言

　県企業化支援センターは、沖縄発信型のマルチメディア産業の可能性を論議するフォーラムを開いた。400人が参加。

	1997年9月30日

ＤＦＣ　那覇市　
	デジタルメディアファクトリー(ＤＦＣ、稲泉誠)設立／県の産業振興にらみ

ＤＦＣはコンピュータグラフィックスを制作。

	1997年11月

県
	沖縄県「国際都市形成に向けた新たな産業振興策」を報告

　９７年7月の田中委員会への答申。産業振興には、（１）自由貿易地域の新たな展開（２）情報通信関連産業の集積促進（３）国際観光・保養基地の形成、を３本柱にと提言。

＜Memo＞情報通信産業の集積促進策として、次をあげる。①情報通信インフラの整備、②感性豊かで高度な技術を有する人材の育成、③緩急開発部門の集積、④遠隔教育、電子商取引、地理情報システム、遠隔医療、観光情報などの先進的アプリケーションの構築集積に向けての条件整備、⑤投資減税、⑥通信料金低減

	1997年12月30日

ＤＦＣ　

マール
	県商工労働部／“創造企業”に5社認定／新規事業分野の開拓図る

コンピュータグラフィックス制作のデジタルメディアファクトリー、情報処理サービスのマールなどが認定された。

	1998年2月
(平成10年)
	沖縄Linuxユーザー会設立

	1998年2月17日

ＤＦＣ　

グリーンネット・アジア
	県産業振興公社／企業化支援オフィスを開設／ベンチャー育成機関
　県産業振興公社の企業化支援センターはインキュベート施設「企業化支援オフィス XE "企業化支援オフィス" \y "きぎょうかしえんおふぃす" 」を那覇市に開設した。入居期間は三年間で入居料は無料。
＜Memo＞創業間もない企業や起業家の企業活動を総合的に支援するほか、起業家間のネットワークづくりや情報交換の場としても利用できる。入居企業は、デジタルメディアファクトリー（＝ＤＭＦ）とグリーンネット・アジア。

　http://www.dmf.co.jp/　　http://usa1.gnajp.com/index.html

	1998年3月

県
	沖縄振興中長期展望についての検討調査委員会「最終報告書」を発表

＜Memo＞沖縄経済成長のエンジンとして、人材、創業、ネットワーク経済をあげる。情報通信産業集積のためには、次が重要とする。行政サービスの情報化推進、医療・教育・文化活動・商取引・エンターテインメントの情報化推進、人材育成のための教育機関設置と情報教育の充実。

　このあと、９８年６月に通産省、郵政省が「沖縄マルチメディア特区構想」を、９８年９月に沖縄県が「沖縄県マルチメディア アイランド構想」を発表する。

	1998年3月

国
	郵政省／「沖縄マルチメディア特区構想」を発表　

＜Memo＞「沖縄マルチメディア特区構想」は、沖縄をアジア・太平洋地域の情報通信ハブとするために、情報通信基盤の整備、人材育成・研究開発の推進、先進的なアプリケーションの展開、IT産業の集積、情報発信機能の強化をうたう。

　この構想は「沖縄マルチメディア アイランド構想」(1998年9月、沖縄県)に引き継がれる。

	1998年3月

国
	国土庁「全国総合開発計画　21世紀の国土のグランドデザイン」策定　

＜Memo＞「美しい国土の創造」をかかげ、日本人の新しい生活文化のフロンティアを「多自然居住地域」に求めている。山里と共に、市民生活があるべきだ、というガーデンアイランズ構想。

http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/zs5/5zsdownload.txt

	1998年3月6日

嘉手納町
	デジタルメディア講演会／嘉手納町商工会
「嘉手納におけるデジタルメディア産業の可能性」をテーマに、コンピュータグラフィックス（ＣＧ）を活用した新映画産業の将来性や、行政による情報インフラづくりなどについて。

	1998年3月13日

国　
	情報支援、リサーチの両センター開所／マルチメディア構想の先駆

　県のマルチメディア・アイランド構想実現の先駆的拠点の一つと期待されている「沖縄情報通信研究開発支援センター」と「沖縄リサーチセンター」の事業がスタートする。

＜Memo＞　両センターの運営主体は、郵政省の特殊法人である通信・放送機構である。沖縄情報通信研究開発支援センターは、マルチメディア関連の研究開発を行う企業、大学、専門学校、研究グループなどに場所と研究開発機器を提供する。沖縄リサーチセンターは、衛星系、地上系通信網など高速通信技術の研究開発をおこなう。また地理情報システム XE "地理情報システム" \y "ちりじょうほうしすてむ" （ＧＩＳ）分野のデータ電送実験なども実施する。

	1998年3月20日

システムサコム
DFC

那覇市
	県産業振興公社／サコム社とＤＭファクトリーに投資

　県産業振興公社は、情報産業分野のベンチャーの企業二社を投資先に決定した。投資先企業は、コンピューターグラッフィックス（ＣＧ）のシステムサコムとＣＧ制作のデジタルメディアファクトリ。
＜Memo＞投資総額は二社合計で一億三百万円。

	1998年4月1日
	南西地域産業活性化センター XE "南西地域産業活性化センター" \y "なんせいちいきさんぎょうかっせいかせんたー" 開所

＜Memo＞（財）地域産業技術振興協会と（株）沖縄総合研究所の機能を整理統合した財団法人のシンクタンク。理事長は仲井眞弘多(なかいま　ひろかず沖縄電力社長)　

　http://www.niac.or.jp/

	1998年5月
沖銀
	おきぎん調査月報／マルチメディア・コンテンツ産業集積の可能性と課題／宮里啓

　非用地型で物理的距離のない情報産業は、若年者の失業率の高い沖縄において期待できる。
＜Memo＞http://www.okinawa-bank.co.jp/geppo/monthly00.html

	1998年5月
	郵政研究所月報／沖縄県の経済振興と情報通信産業の役割について／東海林芳朋

	1998年5月25日

名護１０４センター

名護市
	名護１０４センターが始動／１日に７０００件を処理 

　名護１０４センターがＮＴＴ名護営業所内に開設された。県内から一日に発信される問い合わせの約三〇％、七千件を処理。 

＜Memo＞五十人のオペレーターが採用された。名護市への案内センタ設置は、沖縄振興策への協力が目的。将来的には、「マルチメディア館」へ移転。 

	1998年9月

県
	沖縄県「沖縄県マルチメディア アイランド構想」 XE "沖縄県マルチメディア アイランド構想" \y "おきなわけんまるちめでぃあ あいらんどこうそう" を発表

＜Memo＞情報通信産業によって沖縄経済の内発的振興をはかり、自立経済をめざすことが目的。県内ＩＴ産業の雇用を1997年の6000人から2010年には、25000人に拡大する。98年3月の「沖縄マルチメディア特区構想」(郵政省)を発展させたもの。　http://www.pref.okinawa.jp/98/mmi/index.html
注）：沖縄情報通信関係振興の歩み　

	1998年9月
沖銀
	おきぎん調査月報／情報通信革命と九州・沖縄／高木直人

　沖縄では安価な通信コストを実現する情報インフラの整備が必要。また情報格差是正のために、高度なIT人材の育成が必要。

＜Memo＞　http://www.okinawa-bank.co.jp/geppo/monthly00.html

	1998年10月28日

デジタルメディアセンター
県
	県産業振興公社／コンテンツ制作支援へデジタルメディアセンターを開設 

　県産業振興公社は、コンピュータグラフィックス（ＣＧ）制作などの最先端機器を完備したデジタルメディアセンターを那覇市内に開設。

	1998年10月28日

DMF

那覇市
	デジタルメディアファクトリー／全編ＣＧ映画制作へ 

　デジタルメディアファクトリー XE "デジタルメディアファクトリー" \y "でじたるめでぃあふぁくとりー" 

 XE "デジタルメディアファクトリー" \y "でじたるめでぃあふぁくとりー" は、映画配給・制作のギャガ・コミュニケーションズと事業提携し、海を題材に三次元ＣＧを全編に使った九十分映画を制作する。

	1999年(平成11年)
	郵政省／通信白書／第1章にインターネットを特集

＜Memo＞1998年の日本のインターネット人口は1700万人。世界は1億6000万人。

http://www.yusei.go.jp/policyreports/japanese/papers/99wp/99wp-0-index.html

	1999年4月
マルチメディア館　 XE "名護市マルチメディア館" \y "なごしまるちめでぃあかん" 名護市
	名護市マルチメディア館 XE "名護市マルチメディア館" \y "なごしまるちめでぃあかん" オープン　　

＜Memo＞島田懇談会(沖縄米軍所在市町村に関する懇談会)事業 XE "島田懇談会事業" \y "しまだこんだんかいじぎょう" 

 XE "島田懇談会事業" \y "しまだこんだんかいじぎょう" によるもの。　　http://www.nago.tao.go.jp/　

	1999年4月29日
フロム沖縄 XE "フロム沖縄" \y "ふろむおきなわ" 
県
	「フロム沖縄 XE "フロム沖縄" \y "ふろむおきなわ" 」を設立／沖縄ＭＭＩ構想の推進母体／マルチメディアを総合的支援 

　沖縄マルチメディアアイランド（ＭＭＩ）構想を産・学・行政・住民が一体となって推進する「ＦＲＯＭ（フロム）沖縄推進機構」(仲井真弘多)が発足した。特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）に基づく法人組織で、企業や研究教育機関、県、市町村、個人など七十一会員（正会員六十三、特別会員八団体）が参加。
＜Memo＞ＦＲＯＭとはFrontier Region of Multimedia Okinawa Initiativeの略。参加メンバー

　http://from.mm.pref.okinawa.jp/index.html

	1999年5月15日
マルチメディアセンター

県
	県マルチメディアセンター XE "県マルチメディアセンター" \y "けんまるちめでぃあせんたー" 開所／人材育成の役割担う／技術習得、情報化に期待
　那覇市壷川に「県マルチメディアセンター」がオープン。

＜Memo＞ホームページの制作・閲覧、テレビ会議などができるマルチメディア研修、ＣＧの制作研修、ＣＧを利用した３Ｄの編集・映写といった機能を装備。　http://www.mm.pref.okinawa.jp/annai.htm

	1999年5月27日

ブリッジ・ツー

那覇市　
	ブリッジ・ツー設立／初の沖縄―台湾 XE "台湾" \y "たいわん" 

 XE "台湾" \y "たいわん" 合弁／ＯＣＣと啓台

　コンピューター・サービス専門会社ＯＣＣは、台湾の啓台との合弁会社「ブリッジ・ツー」を設立すると発表した。

＜Memo＞沖縄と台湾による合弁会社設立は初めて。

	1999年6月20日
DMF

那覇市
	デジタルメディアファクトリーに補助金／新規創造技術開発で 

　通産省が公募した「新規産業創造技術開発費補助金」にデジタルメディアファクトリーの「海洋生物を対象とした三次元モーションデータベースおよびモーションファクトリー」事業が採択された。

	1999年9月22日
国　県
	国際情報特区 XE "国際情報特区" \y "こくさいじょうほうとくく" 第１回研究会／沖縄の情報ハブ化を検討
　沖縄をアジア・太平洋地域の情報通信ハブ（機能集積地）に位置づけ、情報通信関連企業などの誘致で沖縄経済を活性化する環境づくりを目的にした「沖縄国際情報特区構想」を具体化する調査研究会が開かれた。

＜Memo＞郵政省と県が合同で設置したもの。

	1999年10月2日
沖縄日立ネットワークシステムズ　那覇市　
	沖縄日立ネットワークシステムズ設立／先端技術でソフト開発
　「沖縄日立ネットワークシステムズ」が設立された。

＜Memo＞新会社は、企業向け情報システムのソフトウエア設計や開発事業を中心に業務を展開。　http://www.ohns.co.jp/


	　「沖縄地上デジタル放送研究開発支援センター」の開所式が行われた。同支援センターは全国で十番目。

＜Memo＞地上デジタル放送の円滑な導入および地域に密着した新たなビジネスの創出を図るために整備された研究開発施設。
http://www.shiba.tao.go.jp/digital/area/oki/
	


沖縄国際情報特区構想／郵政省が研究会 ／

	デジタル映像集積地に

郵政省がコンテンツ集積では、デジタル映像集積地としての展開が考えられると報告し、映画や芸術作品、公文書、沖縄独自の文化財などの事例を挙げた。
	

	1999年12月15日
沖縄振興開発審議会

県

23市町村
	沖縄振興開発審議会／振興指定地域申請通り答申／情報通信２３地域／観光８地域

 沖縄振興開発審議会は、情報通信産業振興地域に那覇市など二十三地域、観光振興地域に八地域を指定することについて答申した。これにより域内に進出する企業は税制面での優遇措置を受けられ、関連企業誘致の促進が期待される。

＜Memo＞情報通信産業振興地域は、以下の通り。那覇、石川、具志川、宜野湾、平良、石垣、浦添、名護、糸満、沖縄市、本部、与那城、勝連、嘉手名、北谷、西原、東風平、与那原、南風原町、読谷、北中城、中条、豊見城村

	2000年1月27日
沖縄市テレワークセンター

沖縄市　
	沖縄市テレワークセンター開所／１０００人雇用に期待／国内最大規模
　「沖縄市テレワークセンター」が誕生した。

＜Memo＞郵政省テレワーク等生活情報化推進事業の一環。既に国内情報関連企業大手のトランスコスモス・シーアールエムとＫＤＤの子会社ケイディディ・テレマーケティング沖縄が昨年十二月に入居。両社で一千人規模の雇用創出が見込まれている。

http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/pressrelease/japanese/tsusin/991022j501.html

	2000年1月29日

企業
	琉球新報／新シリーズ開始／情報新世紀　゛電脳゛立県に挑む

＜Memo＞17回シリーズ、外間聡他。テーマは下の通り。

沖縄ＣＳＫグループ、トランス・コスモスシー・アール・エム、オリックス・コールセンター、野村ファンドネット証券、沖縄コールセンター、データ・プロ、沖縄日立ネットワークシステムズ、デジタルメディアファクトリー、バグハウス、県ソフトウェア産業振興協会、テレ・ビジネス人材育成センター、フロム沖縄推進機構、ＮＴＴ先端技術、国際情報特区　
http://www.ryukyushimpo.co.jp/special/dennou/dennou.html

	2000年2月

名護市共同利用センター

名護市　
	沖縄情報通信研究開発支援センター・名護市共同利用センター開所

＜Memo＞いわゆるマルチメディア館のこと。名護市共同利用センターは、情報通信分野における共同利用型の研究開発施設。ソフトウエア開発やマルチメディアコンテント制作、ＣＧ制作など八施設を備え、起業を目指す人や研究者に研究開発の環境を提供している。 

	2000年3月
	雇用開発推進機構／沖縄におけるコールセンター産業の展望と人材育成に関する研究

	2000年3月7日
コンテンツ流通プラットフォーム実証推進協議会


	コンテンツ流通で協議会／東京―沖縄／共同制作実験に提言へ 

　ネットワークを利用したデジタル映像などコンテンツ（情報の内容）流通システムの構築に向けた課題などを検討し、提言する「コンテンツ流通プラットフォーム実証推進協議会」がこのほど発足した。

＜Memo＞郵政省が進める東京―沖縄間のデジタル映像コンテンツ共同制作の実証実験などにも提言を行うとしており、県内からもコンテンツ制作会社が参加している。 

	2000年4月21日
	郵政事業庁／ XE "郵政事業庁" \y "ゆうせいじぎょうちょう" 沖縄国際情報特区構想／報告書

＜Memo＞　http://www.mpt.go.jp/pressrelease/japanese/tsusin/000421j501.html

	2000年4月22日
情報特区研

国　県
	情報特区研が郵政相に提出／アジア太平洋の接続拠点に

　沖縄国際情報特区構想調査研究会は、アジア・太平洋地域の国際情報通信の拠点となるグローバルＩＸ（アイエックス＝インターネットの相互接続点）の構築など、構想実現のための五つの推進方策を提示した。 

　最終報告書は①グローバルＩＸの構築②地域情報通信ネットワークの高度化③情報通信関連企業の誘致促進・集積・育成④デジタルコンテンツ（情報の中身）などの集積拠点形成⑤情報通信に即応できる人材の早期・大量育成―の五つの方策を掲げ、具体的施策を展開している。

＜Memo＞沖縄国際情報特区の可能性は、一に「情報通信に即応できる人材の早期･大量育成」にかかっている｡⑤を第1項目にすべき。

	2000年04月26日

雇用開発推進機構

県
	雇用開発推進機構が報告書／コールセンターで提言／「英語」「パソコン」向上を 

　同機構はすべてのコールセンターで英語力とパソコン技術が必要だとし、小学校から英語教育を行う「教育の一国二制度」も提起した。英語力については「沖縄を先駆的実験の場としてとらえ、日本に広げていくことができる」として教育の一国二制度的に、小学校での英語教育の導入が検討されるべきだとした。 

＜Memo＞沖縄には、三月末までにコールセンター企業が十二社進出し、千四百人の雇用が発生しており、人材育成が急務。雇用開発推進機構は、若年者を中心とした県内の失業問題解決のために県、市町村、労働・経営団体が設立した財団法人で、沖縄労働経済研究所を発展拡大した組織。

	2000年5月
県
	県／３次振計総点検報告／情報通信産業 

沖縄では、インキュベート施設の整備、光ファイバーケーブルなどの情報通信基盤の整備が進められ、国、県を挙げての取り組みが図られている。その結果、コールセンターをはじめとする情報通信関連産業の進出が相次ぎ、コンテンツ制作分野やソフトウエア開発分野でも、企業立地が進みつつあり、若年者を中心とした雇用の場の創出が図られている。今後とも、情報通信産業振興地域制度を活用するなど、企業立地を促進し、その集積を図っていく必要がある。

Memo）

http://www2.pref.okinawa.jp/oki/okinawa.nsf/BumonLink/668F90213E36F06949256A2C0023C7C2?opendocument

	2000年5月
ＮＥＣ
嘉手納
	嘉手納町コールセンター XE "嘉手納町コールセンター" \y "かでなちょうこーるせんたー" ／供用開始

　ＮＥＣのコールセンターが入居。

＜Memo＞総合福祉センター２階を改装・改築したもの。

http://www.town.kadena.okinawa.jp/mmt2/020koso.html

	2000年6月3日
北谷町センター

北谷町
	郵政省の情報開発支援センター／北谷町美浜にオープン／最新鋭のカメラを導入 

　北谷町にＴＡＯの沖縄情報通信研究開発支援センターの北谷町センターが、オープンした。同センターは、特殊撮影が可能な最新鋭の英国製モーション制御カメラを導入したスタジオ。 
＜Memo＞県ではマルチメディアアイランド構想の三本柱の一つ「コンテンツ制作」に同センターを位置づけ。

	2000年6月7日
地理情報システム学会沖縄地方事務局
	GISA沖縄事務局が始動／地理情報の拠点に 
　地図をデジタル化する地理情報システム（ＧＩＳ）を産官学が連携して研究しようと「地理情報システム学会（ＧＩＳＡ）沖縄地方事務局」が活動を開始した。

＜Memo＞都市計画やマーケティングなど多様な用途があるＧＩＳの構築は、県がマルチメディアアイランド構想の柱に位置づけている分野。沖縄も含め全国に八カ所設置されている。GIS=Geographic Information Systems 地理情報システム

	2000年6月10日
	沖縄国際大学連続公開講座開始／情報革命の時代と地域

＜Memo＞ 2000年6月から10月までの全10回の公開講座。情報化の進展が沖縄にどのような影響を及ぼし、産業振興とどのように関連するかを考え、地域創造のヒントを探ることを目的としたもの。2001年に『情報革命の時代と地域』（ボーダーインク）として上梓。

	2000年6月18日
デジタルコンテンツ　ビジネス検討協議会 XE "デジタルコンテンツ　ビジネス検討協議会" \y "でじたるこんてんつ　びじねすけんとうきょうぎかい" 
	デジタルコンテンツビジネス検討協議会 XE "デジタルコンテンツ　ビジネス検討協議会" \y "でじたるこんてんつ　びじねすけんとうきょうぎかい" 設立総会／県内外２４企業が支援
　県内の十五情報関連企業、団体と東京の松下電器産業など九企業で構成する。

＜Memo＞東京から企業、業務を誘致するための沖縄とのパイプ役。


地理情報システム/ 

沖縄、モデル地区に 

	　「ＧＩＳ（地理情報システム）モデル地区実証実験」のモデル地区に沖縄、岐阜、静岡、大阪、高知、福岡、大分の七府県が選ばれた
	

	2000年6月23日
琉銀
	琉銀／IT革命と本県における情報通信産業の振興について／藤崎義行

　地域振興はその地域にあったやり方があるはずで、沖縄も地域レベルによる差別化したIT産業の振興を真剣に考えるべきであろう。

＜Memo＞　http://www.ryugin.co.jp/chosa/chosa_frame.htm

	2000年6月29日
日本オラクル

那覇市
	日本オラクルが県内に支社開設／ニーズに対応 

　データベース管理ソフト大手の日本オラクルは、那覇市内に沖縄支社を新設。沖縄支社は、同社の国内七番目の営業拠点。

＜Memo＞　http://www.oracle.co.jp/corp/okinawa/index.html

	2000年7月
	季刊沖縄／情報通信で島々を興す／稲村公望(こうぼう)

＜Memo＞http://village.infoweb.ne.jp/~fvgm0090/kennkyuukai/135kai/135kai-1.htm

	2000年7月6日
ＩＴ戦略本部

国
	森首相／ＩＴ戦略本部を設置／「産業新生会議」も新設 

　森喜朗首相は経済発展の起爆剤として情報技術（ＩＴ）政策に新内閣が重点的に取り組む意欲を示し、①高度情報通信社会推進本部を「ＩＴ戦略本部」に改組し、ＩＴ戦略会議を設置②「産業新生会議」を創設③二○○一年度を初年度とする新たな規制改革三カ年計画策定―を行う意向を明らかにした。

	2000年07月22

沖縄サミット XE "沖縄サミット" \y "おきなわさみっと" 
国　
	情報格差解消に協調／沖縄ＩＴ憲章を採択 

　主要国首脳会議（沖縄サミット XE "沖縄サミット" \y "おきなわさみっと" ）は名護市の万国津梁館で討議に入った。最大テーマのＩＴ革命では、「グローバルな情報社会に関する沖縄憲章（ＩＴ憲章）」を採択、発表した。ＩＴがもたらす社会・政治的影響の大きさを認識し、国際的な協力体制の構築に向けた決意を示すのが憲章の狙い。

＜Memo＞ＩＴ革命をサミットで取り上げたのは初めて。「IT」という用語がこのときから人口に膾炙（かいしゃ）しだす。

	2000年8月11日
名護市
	国立高専／辺野古に設置／創設準備委／名称は「沖縄工業高専」 

　学科は「情報通信システム工学科」「メディア情報工学科」「機械システム工学科」「生物資源工学科」（仮称）の四学科。入学定員はそれぞれ四十人の計百六十人。

＜Memo＞北部振興、名護東海岸の振興、普天間基地移転との関係から。

	2000年8月12日

	集積進む情報産業／補助、教育制度が奏功／３１社、雇用２０００人突破 

　県内の情報通信関連企業は、十日現在で三十一社に増え、雇用人員も二千二百四十五人と二千人を突破した。

＜Memo＞情報通信産業を誘致する際、通信費がネックとなっていたが、通信費を八割補助する県独自の制度を設けて課題をクリアした。さらに二十代を雇用すれば国が補助する若年者雇用資金の制度も相乗効果を発揮。 


第三部　政策の具体化の方向と今後の取り組み 

　１　主要分野における産業振興 

（１）加工交易型産業の振興　(略)

（２）観光・リゾート産業の新たな展開　(略)


ア 基本的視点　



01 情報通信関連産業の支援策としての通信コストの低減化　

02 「沖縄国際情報特区」構想の推進　

03 情報通信関連産業のさらなる誘致のためのインキュベート施設の整備　

04マルチメディアコンテンツ開発及び流通ネットワーク整備の促進

　05 先進的アプリケーションの開発による集積の促進　

06デジタル映像ライブラリー及びデジタル映像制作・編集センターの整備　

07地上デジタル放送研究開発用共同利用施設の整備　

08 情報関連人材の育成　

09 沖縄総合行政情報通信ネットワークの構築とワンストップ行政サービス実験の実施　

10 学校における高速アクセス網を活用したインターネットに関する研究開発（先進的教育用ネットワークモデル地域事業等）の実施　

11 北部地域における難視聴解消事業の実施　

12 地域イントラネットの構築　

13 地域インターネットの導入促進

　14 ＧＩＳ研究開発用共同利用施設の整備　

15 国際性を有する情報通信技術関連Ｒ＆Ｄ拠点の形成　

16 インターネット博覧会への沖縄県の参加支援

	（３）農林水産業の新たな展開　(略)
	

	2000年8月25日
県
	国際情報特区構想セミナー開催／早急に人材育成を／小野寺武
　講師の郵政省の小野寺武氏は、構想実現のための五つ方策を説明した。
①アジア・太平洋地域の情報通信拠点の形成に向けたグローバルなＩＸ（インターネット・エクスチェンジ）の形成②地域情報通信ネットワークの高度化③国内外の情報通信関連企業、研究機関等の誘致促進、集積、育成④国内外のコンテンツ、アプリケーションの集積⑤情報通信技術等に明るい人材の早期・大量育成

＜Memo＞つまるところは、人材育成、しかも早期。

	2000年8月25日
北部・移設先振興協議会

名護市
	北部・移設先振興協議会／情報通信産業の誘致をめざす／北部振興に１００億円
　北部・移設先振興協議会では、本年度採択事業としてＩＴ産業等集積基盤整備事業（仮称）を決めた。名護マルチメディア館を増設、隣接してサミットプレスセンター（アメニティ棟）を移築し、国際海洋環境情報センター（仮称）や情報通信産業の誘致を目指す。

	2000年8月26日
国、県
	２１世紀プラン最終報告／観光はリーディング産業／アジア情報通信の拠点に
＜Memo＞識者評論。「観光は情報通信産業とともに、沖縄のリーディング産業と位置づけられている」「情報特区構想の目標である『沖縄をアジアの情報通信のハブにする』施策が幅広く盛り込まれた」「国際性を有する情報通信技術関連Ｒ＆Ｄ拠点の形成が盛り込まれたのはいい」「産業創出にはそれと産業ネットワークとの融合、接点を通じた複合的・立体的支援策が必要だが、それが見えない」


　「沖縄経済振興二十一世紀プラン」の最終報告を取りまとめた安達俊雄室長（内閣内政審議室沖縄問題担当室長）

	「経済自立化、自立型経済とは、一言で言えば民間主導型経済をどう構築するか。雇用をつくり、所得を生み出す足腰の強い産業を、いかにつくっていくかにある。そういう意味で主役は産業界、産業であり県民。政府の施策も側面支援にならざるを得ない 」
	

	2000年10月
	フロム沖縄／産業クラスター形成に向けて　情報通信産業集積ビジョン／報告書

	2000年10月08日
	日曜インタビュー／清成忠男／ XE "清成　忠男" \y "きよなり　ただお" 閉鎖性の打破を／新しい産業の集積を

＜Memo＞
「沖縄の一次振計から三次振計を見ていて思うのは、だれがやるのかという担い手論が不在だ」「京都では、京セラ、島津製作所、オムロン、ワコールなど新しい会社が次々と生まれ京都経済は繁栄している。しかし、京都出身の経営者はほとんどいない。京都以外の企業家が活躍できる土壌を用意したのは京都の人たちだ。また、地域おこしの成功例をみると、よそ者か地元出身者でもＵターンが多い」「地元にいると、地域の良さや悪さが分からなくなる。自分の地域を相対化できなくなるからだ。沖縄が南の交流拠点であるならばもっとオープンにしてもいいのではないか」「シリコンバレーはＩＣ（Indian, Chinese）で持っていると言われる。株式公開企業の半数以上は外国人。重要なのはそれを許容する地元のマインドがあること。外国人が成功すれば、地元からもどんどん出てくる」

＜Memo＞人・物の外からの導入

	2000年10月11日
フロム沖縄

県
	フロム沖縄、情報通信産業集積で提言／施策展開の「スピード」がカギ 

　フロム沖縄推進機構は、情報通信（ＩＴ）関連産業の県内への集積ビジョンを提言した。十年後の県内ＩＴ分野の総生産額は現行の約一千八百億円から四千億円に増加すると試算。 

＜Memo＞他地域との比較優位を生みだす戦略として次をあげる。

①政府のビジョンと実行プラン、ワンストップサービス等の推進体制

②差別化されたハイテク優遇税制等誘致のためのインセンティブ

③人材供給、コンピューター・リテラシー、英語リテラシー

④情報インフラ（ハード、ソフト）

⑤資金供給体制

＜Memo＞人材、とりわけ専門家の誘致にもっと重点をおくべき。

	2000年10月18日
宜野湾市
	情報化セミナー／本業本意のＩＴ導入を 

「経営者のための戦略的情報化セミナー」が宜野湾市開かれた。

＜Memo＞講演者は「ネットそのものでもうけたという話は聞いたことがない。あくまでも本業を差別化するための方法としてネットを使うという発想を忘れないでほしい」と本業本意のＩＴ導入を呼び掛けた。

	2000年10月19日
県経営協

県
	県経営協が県に提言書／情報専門大学やハブ空港整備を

　経済自立化を促す具体的プロジェクトとして(1)電子工学、情報、観光専門の大学開設(2)世界的な図書、研究機能を備えた国立センター設置(3)県外資本と連携した経済活性化策への支援(4)輸送コスト軽減策などを求めた。

	2000年10月21日
ＯＣＮ

那覇市
	ＯＣＮ、米ネット社と提携／映像、音楽サービス提供

　ＯＣＮ（沖縄ケーブルネットワーク）はハワイの情報通信会社ネットエンタープライズとインターネットソリューション会社の設立に向け業務提携したことを発表した。

＜Memo＞ＯＣＮはCATVサービスを展開しており、沖縄本島全世帯の半数以上をカバーするインフラを有する。　http://www.nirai.ne.jp/ 

	2000年11月
沖縄海邦銀行 XE "沖縄海邦銀行" \y "おきなわかいほうぎんぎょう" 
県
	海銀がネットバンク／県内で２行目

　沖縄海邦銀行 XE "沖縄海邦銀行" \y "おきなわかいほうぎんぎょう" は、パソコンや携帯電話を使って休日でも残高照会や振り込み、振り替え手続きができるネットバンキングサービスを始める。

＜Memo＞ネットバンクは、県内地銀では沖縄銀行に次いで二行目。 

	2000年11月28日
企業
	経済アングル／沖縄進出したいが…／人材確保がネックに 

テクノクラフト（東京）は人材の確保に励んだ。が、一人の採用にも至っていない。「ほしい人材がみつからない」からだ。「世界を相手にしたビジネスではそれなりの技術が必要」という。

＜Memo＞IT立県は高度人材の誘致から。育成には10年はかかる。

	2000年11月30日
国
	ＩＴ基本法が成立／全国民に高度情報通信／ＩＴ基本法の骨子 

　「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」（ＩＴ基本法）が成立。二〇〇一年一月から施行される。

＜Memo＞目標はすべての国民が高度情報通信ネットワークを容易に利用できる社会の実現というが、一〇年遅きに失している。

	2000年12月13日
読谷村
	読谷バーチャル平和資料館 XE "読谷バーチャル平和資料館" \y "よみたんばーちゃるへいわしりょうかん" 

 XE "読谷バーチャル平和資料館" \y "よみたんばーちゃるへいわしりょうかん" ／ネットで沖縄戦発信／県内で初めての開設 

　読谷村の「読谷バーチャル平和資料館」が整備された。自治体によるインターネット資料館の開設は、県内で初めて。

＜Memo＞同村が所有する沖縄戦関連の資料を展示。資料館は通産省の事業。村は今後、五年かけて資料館の充実をはじめさまざまな情報を発信するというが、下のURLは一覧性に欠け、アクセスしにくい。改善を要する。

http://heiwa.vill.yomitan.okinawa.jp/browse/yomicategory.asp?category_ID=13


注）：沖縄情報通信関係振興の歩み

1995年秋の日米安保体制の根幹をゆるがすような米兵少女乱暴事件の翌年1996年9月、政府は、「沖縄政策協議会」を設置した。このなかで、郵政省は「沖縄マルチメディア特区構想」を提案した。

1998年3月、郵政省は「沖縄マルチメディア特区構想」を発表した。沖縄をアジア・太平洋地域の情報通信ハブとするために、情報通信基盤の整備、人材育成・研究開発の推進、先進的なアプリケーションの展開、IT産業の集積、情報発信機能の強化を目的とする。財源は、郵政省予算、沖縄特別振興対策調整費、沖縄米軍所在市町村活性化事業費（島田懇事業費）である。

1998年9月、沖縄県は「沖縄県マルチメディア アイランド構想」 XE "沖縄県マルチメディア アイランド構想" \y "おきなわけんまるちめでぃあ あいらんどこうそう" を発表した。1998年3月の「沖縄マルチメディア特区構想」(郵政省)を発展させたものである。情報通信産業によって沖縄経済の内発的振興をはかり、自立経済をめざすことを目的とする。達成目標は県内ＩＴ産業の雇用を1997年の6000人から2010年には、25000人に拡大することである。　

2000年8月、
政府は「沖縄経済振興２１世紀プラン」最終報告において、「沖縄国際情報特区構想」を提言した。この構想は「沖縄マルチメディア特区構想」に基づく各種施策に加え、海外の情報通信関連企業などの誘致により沖縄における情報通信産業の発展を目指すことを主眼とした。この構想実現のために次の5つの方策が示された。

①アジア・太平洋地域の情報通信拠点の形成に向けたグローバルなＩＸ（インターネット・エクスチェンジ）の形成②地域情報通信ネットワークの高度化③国内外の情報通信関連企業、研究機関等の誘致促進、集積、育成④国内外のコンテンツ、アプリケーションの集積⑤情報通信技術等に明るい人材の早期・大量育成

　「沖縄国際情報特区構想」は、2002年の沖縄振興特別措置法（振興新法）に引き継がれていく。
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